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※　この所得税の税額表等は、令和元年11月1日現在の法令等に基づいて作成しています。
　　令和元年分とは、平成31年１月１日から令和元年12月31日までの期間に係る年分をいいます。

－1－

－1－

所　 得　 税　 の　 税　 額　 表

○　この表は、所得金額に対する税額を求めるためのものです。

○　「課税される所得金額」に対する税額は〔表１〕により求めます。ただし、「課税
される山林所得金額」に対する税額は〔表２〕により求めます。

〔表１〕「課税される所得金額」に対する所得税の税額表〔求める税額＝ × － 〕

　課　税　さ　れ　る　所　得　金　額  所得税の税率  控 除 額

1,000円から   　　1,949,000円まで 

　　 1,950,000円から       3,299,000円まで

     3,300,000円から       6,949,000円まで

     6,950,000円から       8,999,000円まで

     9,000,000円から      17,999,000円まで

 18,000,000円から 39,999,000円まで

 5％

10％

20％

23％

33％

40％

40,000,000円以上 45％

         0円

　　 97,500円

　　427,500円

　　636,000円

　 1,536,000円

　 2,796,000円

4,796,000円

（注）変動所得や臨時所得に対する平均課税の適用を受ける場合の調整所得に対する税額もこの

表で求めます。

≪計算例≫

「課税される所得金額」が650万円の場合の税額

　  6,500,000円×0.2－427,500円＝872,500円

〔表２〕

〔復興特別所得税〕

　「課税される山林所得金額」に対する所得税の税額表〔求める税額＝ × － 〕

 課 税 さ れ る 山 林 所 得 金 額  所得税の税率  控 除 額

　　　 1,000円から　　　 9,749,000円まで

　　9,750,000円から　　　16,499,000円まで

　 16,500,000円から　　　34,749,000円まで

　 34,750,000円から　　　44,999,000円まで

　 45,000,000円から　　　89,999,000円まで

　　　　　　

 5％

10％

20％

23％

33％

40％

　　　　 0円

　　487,500円

　 2,137,500円

　 3,180,000円

　 7,680,000円

　13,980,000円

200,000,000円以上

 90,000,000円から 199,999,000円まで

45％ 23,980,000円

≪計算例≫

「課税される山林所得金額」が4,000万円の場合の税額

40,000,000円×0.23－ 3,180,000円＝6,020,000円

≪計算例≫

○　「復興特別所得税額」は、次により求めます。

「基準所得税額」が30万円の場合の復興特別所得税額

300,000円×0.021＝6,300円

令和元年分

基準所得税額×2.1％
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公的年金等に係る雑所得の速算表

〔求める所得金額＝ × － 〕

年　齢

区　分
公的年金等の収入金額の合計額  割 合 　控　除　額

以
後
に
生
ま
れ
た
人

昭
和
三
十
年
一
月
二
日

以
前
に
生
ま
れ
た
人

昭
和
三
十
年
一
月
一
日

700,001円から　　1,299,999 円まで

 1,300,000 円から　　4,099,999 円まで

4,100,000円から　  7,699,999 円まで

          7,700,000 円以上

100％

 75％

 85％

 95％

　　　700,000円

　　　375,000円

　　　785,000円

　　1,555,000円

 1,200,001 円から　　3,299,999 円まで

 3,300,000 円から　　4,099,999 円まで

 4,100,000 円から　　7,699,999 円まで

　　　　　7,700,000 円以上

100％

 75％

 85％

 95％

　　1,200,000円

　　　375,000円

　　　785,000円

　　1,555,000円

≪計算例≫

　昭和30年1月 2日以後に生まれた人（年齢65歳未満の人）で「公的年金等の収入金額の
合計額」が300万円の場合の公的年金等に係る雑所得の金額

3,000,000円×0.75－375,000円＝1,875,000円

公的年金等の収入金額の合計額が700,000円までの場合は、

所得金額はゼロとなります。

公的年金等の収入金額の合計額が1,200,000円までの場合は、

所得金額はゼロとなります。

令和元年分

－3－

給  与  所  得  の  速  算  表

≪計算例≫

「給与等の収入金額の合計額」が5,812,500円の場合の給与所得の金額

①　5,812,500円÷4＝ 1,453,125円

②　1,453,125円の千円未満の端数を切り捨てる　→　1,453,000 円………Ａ

③　1,453,000円×3.2－ 540,000円＝4,109,600円

給与等の収入

金額の合計額 給与所得の金額

給与等の収入

金額の合計額 給　与　所　得　の　金　額

で　まら　かでまらか

　　　　　　　0 円

　　　 円

 1,628,000

　　　 円

1,799,999
給与等の収入金額

の合計額を「4」

で割って千円未満

の端数を切り捨て

てください。

（算出金額：Ａ）

「Ａ×2.4」で求めた金額

　　　 円

　 651,000

　　　 円

 1,618,999

給与等の収入金額の

合計額から650,000

円を控除した金額

 1,800,000 3,599,999
「Ａ×2.8－180,000 円」

 

で求めた金額

 1,619,000  1,619,999 　　　　969,000 円
6,599,999

「Ａ×3.2－540,000 円」

で求めた金額

 1,620,000  1,621,999 　　　　 970,000

 1,622,000  1,623,999 　　　　 972,000

「収入金額×0.9－1,200,000円」で求めた金額

 1,624,000  1,627,999 　　　　 974,000

「収入金額－2,200,000円」で求めた金額

650,999 円まで

（注）「給与等の収入金額の合計額」が660万円未満の場合には、上の速算表以外に給与所得の金額が

　 簡単に求められる「簡易給与所得表」があります（４ページ）。

令和元年分

3,600,000

6,600,000 9,999,999

10,000,000円以上

―3―
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公的年金等に係る雑所得の速算表

〔求める所得金額＝ × － 〕

年　齢

区　分
公的年金等の収入金額の合計額  割 合 　控　除　額

以
後
に
生
ま
れ
た
人

昭
和
三
十
年
一
月
二
日

以
前
に
生
ま
れ
た
人

昭
和
三
十
年
一
月
一
日

700,001円から　　1,299,999 円まで

 1,300,000 円から　　4,099,999 円まで

4,100,000円から　  7,699,999 円まで

          7,700,000 円以上

100％

 75％

 85％

 95％

　　　700,000円

　　　375,000円

　　　785,000円

　　1,555,000円

 1,200,001 円から　　3,299,999 円まで

 3,300,000 円から　　4,099,999 円まで

 4,100,000 円から　　7,699,999 円まで

　　　　　7,700,000 円以上

100％

 75％

 85％

 95％

　　1,200,000円

　　　375,000円

　　　785,000円

　　1,555,000円

≪計算例≫

　昭和30年1月 2日以後に生まれた人（年齢65歳未満の人）で「公的年金等の収入金額の
合計額」が300万円の場合の公的年金等に係る雑所得の金額

3,000,000円×0.75－375,000円＝1,875,000円

公的年金等の収入金額の合計額が700,000円までの場合は、

所得金額はゼロとなります。

公的年金等の収入金額の合計額が1,200,000円までの場合は、

所得金額はゼロとなります。

令和元年分

－3－

給  与  所  得  の  速  算  表

≪計算例≫

「給与等の収入金額の合計額」が5,812,500円の場合の給与所得の金額

①　5,812,500円÷4＝ 1,453,125円

②　1,453,125円の千円未満の端数を切り捨てる　→　1,453,000 円………Ａ

③　1,453,000円×3.2－ 540,000円＝4,109,600円

給与等の収入

金額の合計額 給与所得の金額

給与等の収入

金額の合計額 給　与　所　得　の　金　額

で　まら　かでまらか

　　　　　　　0 円

　　　 円

 1,628,000

　　　 円

1,799,999
給与等の収入金額

の合計額を「4」

で割って千円未満

の端数を切り捨て

てください。

（算出金額：Ａ）

「Ａ×2.4」で求めた金額

　　　 円

　 651,000

　　　 円

 1,618,999

給与等の収入金額の

合計額から650,000

円を控除した金額

 1,800,000 3,599,999
「Ａ×2.8－180,000 円」

 

で求めた金額

 1,619,000  1,619,999 　　　　969,000 円
6,599,999

「Ａ×3.2－540,000 円」

で求めた金額

 1,620,000  1,621,999 　　　　 970,000

 1,622,000  1,623,999 　　　　 972,000

「収入金額×0.9－1,200,000円」で求めた金額

 1,624,000  1,627,999 　　　　 974,000

「収入金額－2,200,000円」で求めた金額

650,999 円まで

（注）「給与等の収入金額の合計額」が660万円未満の場合には、上の速算表以外に給与所得の金額が

　 簡単に求められる「簡易給与所得表」があります（４ページ）。

令和元年分

3,600,000

6,600,000 9,999,999

10,000,000円以上
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○　この表は、給与等の収入金額の合計額に対する給与所得の金額を求めるためのもの

です。

○　「給与等の収入金額の合計額」が660万円未満の人は、その金額をこの表の「給与

等の収入金額の合計額」欄に当てはめ、その当てはまる行の右側の「給与所得の金

額」欄に記載されている金額が求める給与所得の金額です。

○　「給与等の収入金額の合計額」が660万円以上の人は、この簡易給与所得表の末尾

（11ページ）にある計算表によって計算してください。

簡　易　給　与　所　得　表

―4―
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○　この表は、給与等の収入金額の合計額に対する給与所得の金額を求めるためのもの

です。

○　「給与等の収入金額の合計額」が660万円未満の人は、その金額をこの表の「給与

等の収入金額の合計額」欄に当てはめ、その当てはまる行の右側の「給与所得の金

額」欄に記載されている金額が求める給与所得の金額です。

○　「給与等の収入金額の合計額」が660万円以上の人は、この簡易給与所得表の末尾

（11ページ）にある計算表によって計算してください。

簡　易　給　与　所　得　表

―4― ―5―



―6――6―



―7――6― ―7―



―8――8―



―9――8― ―9―



―10――10―



―11――10―

○　「給与等の収入金額の合計額」が660万円以上の人の給与所得の金額の求め方……「給

与等の収入金額の合計額」をこの表の「給与等の収入金額の合計額」欄に当てはめ、その

当てはまる行の右側の「割合」を「給与等の収入金額の合計額」に掛けて一応の金額を求

め、次に、その金額からその行の右端の「控除額」を差し引いた残りの金額が求める給与

所得の金額です。

給与等の収入金額の合計額

6,600,000円から 9,999,999円まで

10,000,000円以上

割　合

90％

100％

控　除　額

1,200,000円

2,200,000円

―11―
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令和元年分 諸　控　除　額　等　一　覧　表

所

得

控

除

額

社会保険料控除額

小規模企業共済等
掛 金 控 除 額

障害者扶養共済掛金の合計額
業型年金加入者掛金若しくは個人型年金加入者掛金（iDeCoの掛金など）又は心身

生命保険料控除額

次の①、②、③の合計額（最高限度額12万円）
①　一般の生命保険料の控除額
新生命保険料の計 旧生命保険料の計

４万円 ５万円
②　介護医療保険料の控除額
介護医療保険料の計

③　個人年金保険料の控除額
新個人年金保険料の計 旧個人年金保険料の計

４万円 ５万円

Ａ 新契約（平成24年１月１日以後に締結した保険契約等）に基づく場合の控除額

Ｂ 旧契約（平成23年12月31日以前に締結した保険契約等）に基づく場合の控除額

地震保険料控除額

（最高５万円）
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令和元年分 諸　控　除　額　等　一　覧　表

所

得

控

除

額

社会保険料控除額

小規模企業共済等
掛 金 控 除 額

障害者扶養共済掛金の合計額
業型年金加入者掛金若しくは個人型年金加入者掛金（iDeCoの掛金など）又は心身

生命保険料控除額

次の①、②、③の合計額（最高限度額12万円）
①　一般の生命保険料の控除額
新生命保険料の計 旧生命保険料の計

４万円 ５万円
②　介護医療保険料の控除額
介護医療保険料の計

③　個人年金保険料の控除額
新個人年金保険料の計 旧個人年金保険料の計

４万円 ５万円

Ａ 新契約（平成24年１月１日以後に締結した保険契約等）に基づく場合の控除額

Ｂ 旧契約（平成23年12月31日以前に締結した保険契約等）に基づく場合の控除額

地震保険料控除額

（最高５万円）

令和元

障 害 者 控 除 額

【控除額（１人につき）】
270,000円
400,000円
750,000円

　障害者とは

 

　特別障害者とは

　同居特別障害者とは
　特別障害者である同一生計配偶者又は扶養親族で、居住者又はその配偶者若しく
はその居住者と生計を一にする親族のいずれかと同居を常況としている者をいう。

※　居住者が非居住者である配偶者又は扶養親族について適用を受ける場合は、「親
族関係書類」及び「送金関係書類」の添付又は提示が必要となる（16ページ参照）。

寡婦（寡夫）控除額

　寡夫とは

 

額

除

控

得

所

）
き

づ

つ
（

勤労学生控除額 270,000円

　勤労学生とは
　大学、高等学校などの学生や生徒など一定の者で給与
所得等を有する者のうち、所得金額の合計額（繰越損失
控除前）が65万円以下で、その所得金額の合計額のうち
給与所得等以外の所得の合計額が10万円以下の者をいう。

　給与所得等とは
　自己の勤労による事業所得、給与所得、退職所得及び雑
所得をいう。

　「給与所得等以外の所得の合計額」とは
　「所得金額の合計額（繰越損失控除前）－給与所得等の
合計額」（赤字のときは０）をいう。

　寡婦とは

①　夫と死別・離婚した後再婚していない者や夫が生死不明な
どの者で、扶養親族又は所得金額の合計額が38万円以下の
生計を一にする子（他の者の同一生計配偶者、扶養親族とさ
れない者に限る。）がある者

要件等 控除額

②　上記①に該当する者で、扶養親族である子を有し、かつ、
所得金額の合計額（繰越損失控除前）が500万円以下の者

③　夫と死別した後再婚していない者や夫が生死不明などの
者で、所得金額の合計額（繰越損失控除前）が500万円以下
の者

妻と死別・離婚した後再婚していない者や妻が生死不明など
の者で、所得金額の合計額が38万円以下の生計を一にする子
（他の者の同一生計配偶者、扶養親族とされない者に限る。）
があり、かつ、所得金額の合計額（繰越損失控除前）が500万
円以下の者をいう。

270,000円

350,000円

270,000円

270,000円
要件等 控除額

（注）「所得金額の合計額」とは、総所得金額、特別控除前の分離課税の長（短）期譲渡所得の金額、一般株
式等に係る譲渡所得等の金額、上場株式等に係る譲渡所得等の金額、分離課税の上場株式等に係る配当
所得等の金額、先物取引に係る雑所得等の金額、山林所得金額及び退職所得金額の合計額をいう。
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額

除

控

得

所

）
き

づ

つ
（

配偶者（特別）控除額

居住者の所得金額の合計額 控
除
の
種
類

900万円以下
900万円超

950万円以下
950万円超

1,000万円以下

配
偶
者
の
所
得
金
額
の
合
計
額

38万円以下
（控除対象配偶者）

配
偶
者
控
除老人控除対象配偶者

26万円

32万円

38万円

48万円

13万円

16万円
38万円
36万円
31万円
26万円
21万円
16万円
11万円
６万円
３万円
０円

26万円
24万円
21万円
18万円
14万円
11万円
８万円
４万円
２万円
０円

13万円
12万円
11万円
９万円
７万円
６万円
４万円
２万円
１万円
０円

配
偶
者
特
別
控
除

38万円超

85万円超

90万円超

95万円超

100万円超

105万円超

110万円超

115万円超

120万円超

85万円以下

90万円以下

95万円以下

100万円以下

105万円以下

110万円以下

115万円以下

120万円以下

123万円以下

123万円超

　居住者の所得金額の合計額（繰越損失控除前）及び生計を一にする配偶者（青
色事業専従者として給与の支払を受ける者及び白色事業専従者を除く。）の所得
金額の合計額（繰越損失控除前）に基づき、次の表で求めた金額

　居住者の所得金額の合計額（繰越損失控除前）が1,000万円を超える年につい
ては、配偶者（特別）控除を受けることはできない。

※　居住者が非居住者である配偶者について適用を受ける場合は、「親族関係書
類」及び「送金関係書類」の添付又は提示が必要となる（16 ページ参照）。

　同一生計配偶者とは
　生計を一にする配偶者（青色事業専従者として給与の支払を受ける者及び白色
事業専従者を除く。）で、所得金額の合計額（繰越損失控除前）が38万円以下で
ある者をいう。

　控除対象配偶者とは
　同一生計配偶者のうち、居住者の所得金額の合計額（繰越損失控除前）が
1,000万円以下の場合の配偶者をいう。

　老人控除対象配偶者とは
　控除対象配偶者のうち、昭和25年１月１日以前に生まれた者（年齢70歳以上の
者）をいう。

扶 養 控 除 額

控除額

一 般 の 控 除 対 象 扶 養 親 族 380,000円
特 定 扶 養 親 族 630,000円

老人扶養親族
同 居 老 親 等 580,000円
同居老親等以外の者 480,000円

　扶養親族とは
　生計を一にする親族（配偶者を除く。）、都道府県知事から養育を委託された
児童（いわゆる里子）及び市町村長から養護を委託された老人のうち、所得金額
の合計額（繰越損失控除前）が38万円以下である者（青色事業専従者として給与
の支払を受ける者及び白色事業専従者を除く。）をいう。

　控除対象扶養親族とは
　扶養親族のうち、平成16年１月１日以前に生まれた者（年齢16歳以上の者）を
いう。
※　16歳未満の扶養親族（平成16年１月２日以後に生まれた者）については、扶

養控除の適用はない。
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額

除

控

得

所

）
き

づ

つ
（

配偶者（特別）控除額

居住者の所得金額の合計額 控
除
の
種
類

900万円以下
900万円超
950万円以下

950万円超
1,000万円以下

配
偶
者
の
所
得
金
額
の
合
計
額

38万円以下
（控除対象配偶者）

配
偶
者
控
除老人控除対象配偶者

26万円

32万円

38万円

48万円

13万円

16万円
38万円
36万円
31万円
26万円
21万円
16万円
11万円
６万円
３万円
０円

26万円
24万円
21万円
18万円
14万円
11万円
８万円
４万円
２万円
０円

13万円
12万円
11万円
９万円
７万円
６万円
４万円
２万円
１万円
０円

配
偶
者
特
別
控
除

38万円超

85万円超

90万円超

95万円超

100万円超

105万円超

110万円超

115万円超

120万円超

85万円以下

90万円以下

95万円以下

100万円以下

105万円以下

110万円以下

115万円以下

120万円以下

123万円以下

123万円超

　居住者の所得金額の合計額（繰越損失控除前）及び生計を一にする配偶者（青
色事業専従者として給与の支払を受ける者及び白色事業専従者を除く。）の所得
金額の合計額（繰越損失控除前）に基づき、次の表で求めた金額

　居住者の所得金額の合計額（繰越損失控除前）が1,000万円を超える年につい
ては、配偶者（特別）控除を受けることはできない。

※　居住者が非居住者である配偶者について適用を受ける場合は、「親族関係書
類」及び「送金関係書類」の添付又は提示が必要となる（16 ページ参照）。

　同一生計配偶者とは
　生計を一にする配偶者（青色事業専従者として給与の支払を受ける者及び白色
事業専従者を除く。）で、所得金額の合計額（繰越損失控除前）が38万円以下で
ある者をいう。

　控除対象配偶者とは
　同一生計配偶者のうち、居住者の所得金額の合計額（繰越損失控除前）が
1,000万円以下の場合の配偶者をいう。

　老人控除対象配偶者とは
　控除対象配偶者のうち、昭和25年１月１日以前に生まれた者（年齢70歳以上の
者）をいう。

扶 養 控 除 額

控除額

一 般 の 控 除 対 象 扶 養 親 族 380,000円
特 定 扶 養 親 族 630,000円

老人扶養親族
同 居 老 親 等 580,000円
同居老親等以外の者 480,000円

　扶養親族とは
　生計を一にする親族（配偶者を除く。）、都道府県知事から養育を委託された
児童（いわゆる里子）及び市町村長から養護を委託された老人のうち、所得金額
の合計額（繰越損失控除前）が38万円以下である者（青色事業専従者として給与
の支払を受ける者及び白色事業専従者を除く。）をいう。

　控除対象扶養親族とは
　扶養親族のうち、平成16年１月１日以前に生まれた者（年齢16歳以上の者）を
いう。
※　16歳未満の扶養親族（平成16年１月２日以後に生まれた者）については、扶

養控除の適用はない。

扶 養 控 除 額
（つ　　づ　　き）

　特定扶養親族とは
　控除対象扶養親族のうち、平成９年１月２日から平成13年１月１日までの間に
生まれた者（年齢19歳以上23歳未満の者）をいう。

　老人扶養親族とは
　控除対象扶養親族のうち、昭和25年１月１日以前に生まれた者（年齢70歳以上
の者）をいう。

　同居老親等とは
　老人扶養親族のうち、居住者又はその配偶者の直系尊属で、かつ、居住者又は
その配偶者との同居を常況としている者をいう。

基 礎 控 除 額 380,000円

額

除

控

得

所

）
き

づ

つ
（

※　居住者が非居住者である扶養親族について適用を受ける場合は、「親族関係
書類」及び「送金関係書類」の添付又は提示が必要となる（16 ページ参照）。

雑 損 控 除 額

医 療 費 控 除

（通常の医療費控除との選択適用）

額
10万円と「所得金額の合計額の５％」

のいずれか少ない方の金額

（最高限度額200万円）

－
保険金などで

補てんされる金額
－

－ －

支 払 っ

支払った特定一般用
医薬品等購入費の合計額

保険金などで
補てんされる金額

12,000円

（最高限度額88,000円）

た

医療費の額

セルフメディケー
ション税制による
医 療 費 控 除 額

補てん

寄 附 金 控 除 額

「特定寄附金の額」と「所得金額の合計額の40％」
のいずれか少ない方の額

－2,000円

　特定寄附金とは
　次の寄附金等（学校の入学に関するものを除く。）をいう。
①　国に対する寄附金
②　都道府県・市区町村に対する寄附金（ふるさと納税等）
③　指定寄附金
④　特定公益増進法人（独立行政法人、日本赤十字社、学校法人、社会福祉法人、

更生保護法人など）の主たる目的である業務に関連する寄附金
⑤　特定の政治献金
⑥　一定の特定公益信託の信託財産とするために支出した金銭
⑦　公益社団法人及び公益財団法人に対する寄附金
⑧　認定ＮＰＯ法人等に対して、その法人に係る認定又は特例認定（仮認定）の

有効期間内に支出した寄附金
⑨　特定新規中小会社又は復興指定会社が発行した株式の取得に要した金額



―16――16―

〔国外居住親族の扶養控除等について〕

※　給与等（公的年金等）の源泉徴収又は年末調整において、源泉徴収義務者に提出し、又は提示したこ
れらの書類については、確定申告書に添付又は提示する必要はない。

　居住者が確定申告において、非居住者である親族（以下「国外居住親族」という。）に係る扶養控除、
配偶者（特別）控除又は障害者控除の適用を受ける場合には、その国外居住親族に係る「親族関係書類」
及び「送金関係書類」を確定申告書に添付し、又は確定申告書の提出の際に提示しなければならない。
　なお、「親族関係書類」又は「送金関係書類」が外国語により作成されている場合には、翻訳文も添付
又は提示する必要がある。

親族関係書類

送金関係書類

　次の①又は②のいずれかの書類で、国外居住親族が居住者の親族であること
を証するものをいう。

　次の書類で居住者がその年において国外居住親族の生活費又は教育費に充て
るための支払を、必要の都度、各人に行ったことを明らかにするものをいう。

①　戸籍の附票の写しその他の国又は地方公共団体が発行した書類及び国外居
住親族の旅券（パスポート）の写し

②　外国政府又は外国の地方公共団体が発行した書類（国外居住親族の氏名、
生年月日及び住所又は居所の記載があるものに限る。）

①　金融機関の書類又はその写しで、その金融機関が行う為替取引により居住
者から国外居住親族に支払をしたことを明らかにする書類

②　いわゆるクレジットカード発行会社の書類又はその写しで、国外居住親族
が、そのクレジットカード発行会社が交付したカードを提示してその国外居
住親族が商品等を購入したこと等により、その商品等の購入等の代金に相当
する額を居住者から受領したこと等を明らかにする書類
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額

除

控

額

税

　
　
　

配 当 控 除 額

 
 

「特定証券投資信託」

「外貨建等証券投資信託」
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※　「課税総所得金額」とは、課税総所得金額、分離課税の課税長期（短期）譲
渡所得金額、一般株式等に係る課税譲渡所得等の金額、上場株式等に係る課税
譲渡所得等の金額、分離課税の上場株式等に係る課税配当所得等の金額及び分
離課税の先物取引に係る課税雑所得等の金額の合計額をいう。

①　課税総所得金額が１千万円以下の場合……次の㋑と㋺の合計額
㋑　剰余金の配当、利益の配当、剰余金の分配、金銭の分配及び特定株式投資

×10％
信託の収益の分配（以下「剰余金の配当等」という。）に係る配当所得の金額

㋺　特定証券投資信託の収益の分配に係る配当所得の金額×５％

②　課税総所得金額が１千万円を超え、かつ、課税総所得金額から特定証券投資
信託の収益の分配に係る配当所得の金額を控除した金額が１千万円以下の場合
……次の㋑と㋺の合計額

㋑　剰余金の配当等に係る配当所得の金額×10％

㋺　

特定証券投資信託の収益の分配に
係る配当所得の金額のうち、課税
総所得金額から１千万円を控除し
た金額に相当する部分の金額（A）

 ×2.5％＋ 

特定証券投資信託の
収益の分配に係る配
当所得の金額のうち、

（A）以外の部分の金額

 ×５％

③　課税総所得金額から特定証券投資信託の収益の分配に係る配当所得の金額を
控除した金額が１千万円を超える場合（④に該当する場合を除く。）……次の
㋑と㋺の合計額

㋑　

剰余金の配当等に係る配当所得の金額
のうち、課税総所得金額から１千万円
と特定証券投資信託の収益の分配に係
る配当所得の金額の合計額を控除した
金額に相当する部分の金額（A）

 ×５％＋ 

剰余金の配当等に
係る配当所得の金
額のうち、（A）以
外の部分の金額

 ×10％

㋺　特定証券投資信託の収益の分配に係る配当所得の金額×2.5％

④　課税総所得金額から剰余金の配当等に係る配当所得の金額と特定証券投資信
託の収益の分配に係る配当所得の金額の合計額を控除した金額が１千万円を超
える場合……次の㋑と㋺の合計
㋑　剰余金の配当等に係る配当所得の金額×５％
㋺　特定証券投資信託の収益の分配に係る配当所得の金額×2.5％

※　配当所得の金額とは、他の所得の赤字と損益通算する前の配当所得の金額で
ある。



―18―

額

除

控

額

税

　
　
　
　
　

）
き

づ

つ
（

（

特

定

増

改

築

等

）

住

宅

借

入

金

等

特

別

控
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住宅借入金等特別控除（措法第41条）

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

H19年分  控除額：Ａ×0.4％

～R3年分  限度額：10万円

H20年分  控除額：Ａ×0.4％

～R4年分  限度額：８万円

H22年分   控除額：Ａ×１％

～R1年分 　限度額：50万円

H22年分   控除額：Ａ×1.2％

～R1年分 　限度額：60万円

H23年分   控除額：Ａ×１％

～R2年分   限度額：40万円

H23年分   控除額：Ａ×1.2％

～R2年分   限度額：60万円

H24年分   控除額：Ａ×１％

～R3年分   限度額：30万円

H24年分 　控除額：Ａ×１％

～R3年分   限度額：40万円

H25年分   控除額：Ａ×１％

～R4年分   限度額：20万円

H25年分 　控除額：Ａ×１％

～R4年分   限度額：30万円

H26年分   控除額：Ａ×１％

～R5年分   限度額：40万円

H26年分 　控除額：Ａ×１％

～R5年分 　限度額：20万円

H26年分 　控除額：Ａ×１％

～R5年分   限度額：50万円

H26年分 　控除額：Ａ×１％

～R5年分   限度額：30万円

H27年分   控除額：Ａ×１％

～R6年分   限度額：40万円

H27年分 　控除額：Ａ×１％

～R6年分 　限度額：20万円

H27年分 　控除額：Ａ×１％

～R6年分   限度額：50万円

H27年分 　控除額：Ａ×１％

～R6年分   限度額：30万円

H28年分   控除額：Ａ×１％

～R7年分   限度額：40万円

H28年分 　控除額：Ａ×１％

～R7年分 　限度額：20万円

H28年分 　控除額：Ａ×１％

～R7年分   限度額：50万円

H28年分 　控除額：Ａ×１％

～R7年分   限度額：30万円

H29年分   控除額：Ａ×１％

～R8年分   限度額：40万円

H29年分 　控除額：Ａ×１％

～R8年分 　限度額：20万円

H29年分 　控除額：Ａ×１％

～R8年分   限度額：50万円

H29年分 　控除額：Ａ×１％

～R8年分   限度額：30万円

H30年分   控除額：Ａ×１％

～R9年分   限度額：40万円

H30年分 　控除額：Ａ×１％

～R9年分 　限度額：20万円

H30年分 　控除額：Ａ×１％

～R9年分   限度額：50万円

H30年分 　控除額：Ａ×１％

～R9年分   限度額：30万円

認定
住宅

特定取得 5,000万円

特定取得
以外

3,000万円

Ｈ
29
年
中

一般

特定取得 4,000万円

特定取得
以外

2,000万円

認定
住宅

特定取得 5,000万円

特定取得
以外

3,000万円

Ｈ
30
年
中

一般

特定取得 4,000万円

特定取得
以外

2,000万円

認定
住宅

特定取得 5,000万円

特定取得
以外

3,000万円

Ｈ
26
年
中

一般

特定取得 4,000万円

特定取得
以外

2,000万円

一般

特定取得 4,000万円

特定取得
以外

2,000万円

認定
住宅

特定取得 5,000万円

特定取得
以外

3,000万円

Ｈ
28
年
中

Ｈ
27
年
中

認定
住宅

特定取得 5,000万円

特定取得
以外

3,000万円

認定住宅 3,000万円

一般

特定取得 4,000万円

特定取得
以外

2,000万円

認定住宅 4,000万円

一般 2,000万円

長期優良 5,000万円

一般 3,000万円Ｈ
24
年
中

一般 4,000万円

Ｈ
20
年
中

特例 2,000万円

Ｈ
23
年
中

特例 2,500万円

Ｈ
22
年
中

一般 5,000万円

長期優良 5,000万円

居住開始年等
住宅借入金等の

年末残高の限度額 適用年

Ｈ
25
年
中

Ｈ
19
年
中
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R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

R1年分   控除額：Ａ×１％

～R13年分   限度額：40万円

R1年分   控除額：Ａ×１％

～R10年分   限度額：40万円

R1年分 　控除額：Ａ×１％

～R10年分 　限度額：20万円

R1年分 　控除額：Ａ×１％

～R13年分   限度額：50万円

R1年分 　控除額：Ａ×１％

～R10年分   限度額：50万円

R1年分 　控除額：Ａ×１％

～R10年分   限度額：30万円
（※１）令和元年10月から12月の間に居住を開始した場合に限る。
（※２）11年目から13年目（令和11年から令和13年）の控除額は、
　　　（　建物価格　－　消費税額等　）×２％÷３の金額[一般：最高26.66万円、認定住宅：最高33.33万円]が限度となる。

（注１）Ａは、住宅借入金等の年末残高の合計額をいう。
（注２）「一般」とは住宅借入金等特別控除(措法41①)を、「特例」とは住宅借入金等特別控除の控除額の特例(措法41⑥)を、「長期優良」とは認定長期

優良住宅の新築等に係る住宅借入金等特別控除の特例(旧措法41⑤)を、「認定住宅」とは認定住宅（認定長期優良住宅又は認定低炭素住宅）の新
築等に係る住宅借入金等特別控除の特例（措法41⑩）を、「特別特定取得」とは、住宅の取得等に係る対価の額又は費用の額に含まれる消費税額
等が10％の税率により課されるべき消費税額等である場合における住宅の取得等を、「特定取得」とは、住宅の取得等に係る対価の額又は費用の
額に含まれる消費税額等が８％又は10％の税率により課されるべき消費税額等である場合における住宅の取得等をいう。

（注３）控除額は、100円未満の端数を切り捨てる。

5,000万円

(特別)特定
取得以外

3,000万円

5,000万円

4,000万円

4,000万円

(特別)特定
取得以外

2,000万円

認定
住宅

特別特定
取得(※１)

Ｒ
１
年
中

一般

特別特定
取得(※１)

特定取得

特定取得

居住開始年等
住宅借入金等の

年末残高の限度額 適用年

（※２）

（※２）

[一般:4,000万円、認定住宅：5,000万円が限度]

特定増改築等住宅借入金等特別控除（措法41条の３の２）

R1 R2 R3 R4 R5

H27年分  控除額：Ａ×2％＋Ｂ×1％

～R1年分  限度額：12万５千円

H27年分  控除額：Ａ×2％＋Ｂ×1％

～R1年分  限度額：12万円

H28年分  控除額：Ａ×2％＋Ｂ×1％

～R2年分  限度額：12万５千円

H28年分  控除額：Ａ×2％＋Ｂ×1％

～R2年分  限度額：12万円

H29年分  控除額：Ａ×2％＋Ｂ×1％

～R3年分  限度額：12万５千円

H29年分  控除額：Ａ×2％＋Ｂ×1％

～R3年分  限度額：12万円

H30年分  控除額：Ａ×2％＋Ｂ×1％

～R4年分  限度額：12万５千円

H30年分  控除額：Ａ×2％＋Ｂ×1％

～R4年分  限度額：12万円

H30年分  控除額：Ａ×2％＋Ｂ×1％

～R5年分  限度額：12万５千円

H30年分  控除額：Ａ×2％＋Ｂ×1％

～R5年分  限度額：12万円

H30年中

特定取得 1,000万円

特定取得
以外

1,000万円

R1年中

特定取得 1,000万円

特定取得
以外

1,000万円

（注１）　Ａは、特定増改築等住宅借入金等の年末残高の合計額　（最高250万円。ただし、住宅の増改築等が特定取得以外に該当する場合は、最高200万円。）を示し、
Ｂは、増改築等住宅借入金等の年末残高の合計額からＡを差し引いた残額をいう。

 　なお、「特定取得」とは、住宅の増改築等に係る費用の額に含まれる消費税額等が、８％又は10％の税率により課されるべき消費税額等である場合における住
宅の増改築等をいう。

（注２）　控除額は、100円未満の端数を切り捨てる。

H28年中

特定取得 1,000万円

特定取得
以外

1,000万円

H29年中

特定取得 1,000万円

特定取得
以外

1,000万円

H27年中

特定取得 1,000万円

特定取得
以外

1,000万円

居住開始年等
増改築等住宅借入金等
の年末残高の限度額

適用年
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※　住宅の取得等に関し補助金等（国又は地方公共団体から交付される補助金又は給付金その他
これらに準ずるものをいう｡）の交付を受ける場合には、その家屋の新築工事の請負代金若しく
はその家屋の購入の対価の額、その家屋の敷地の購入の対価の額又は増改築等に要した費用の
額から、交付を受ける補助金等の額を控除する。

※　住宅借入金等特別控除の対象となる中古家屋は、次のいずれかに該当する家屋となる。
(1) 家屋が建築された日から取得の日までの期間が20年（耐火建築物については25年）以内

であること。
(2) 地震に対する安全上必要な構造方法に関する技術的基準又はこれに準ずるもの（注）に

適合する建物であること。
（注）耐震基準適合証明書（その家屋の購入の日前２年以内に当該証明のための家屋の調査

が終了したものに限ります。）により耐震基準に適合することが証明されたもの、その家
屋の購入の日前２年以内に建設住宅性能評価書により耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）
に係る評価が等級１、等級２若しくは等級３であると評価されたもの又はその家屋の購
入の日前２年以内に既存住宅売買瑕疵担保責任保険契約（住宅瑕疵担保責任保険法人が
引受けを行う一定の保険契約に限る。）が締結されていることを証する書類により証明さ
れたもの（平成25年４月１日以後に居住の用に供した場合に適用される。）に限る。

(3) (1)又は(2)に当てはまらない家屋(要耐震改修住宅)で、その家屋の取得の日までに耐震
改修を行うことについて申請をし、かつ、居住の用に供した日までにその耐震改修（住宅
耐震改修特別控除の適用を受けるものを除く。）により家屋が耐震基準に適合することにつ
き証明がされたものであること（平成26年４月１日以後に家屋を取得する場合に限る。）。

※　住宅借入金等特別控除の控除額の特例を選択する場合で、かつ、その他に住宅の取得等をし
た家屋又は部分を平成19年１月１日から平成20年12月31日までの間において居住の用に供し、
その住宅の取得等に係る住宅借入金等についても控除を適用する場合には、同一年中に居住の
用に供した住宅の取得等をした家屋又は部分に係る全ての住宅借入金等についてこの特例によ
らなければならない。

※　高齢者等居住改修工事等を含む増改築等について、特定増改築等住宅借入金等特別控除が受
けられる者は、ⅰ年齢が50歳以上である者、ⅱ介護保険法に規定する要介護認定を受けている者、
ⅲ介護保険法に規定する要支援認定を受けている者、ⅳ所得税法に規定する障害者に該当する
者、ⅴ高齢者等（上記ⅱからⅳのいずれかに該当する者又は年齢が65歳以上である者をいう。）
である親族と同居を常況とする者のいずれかに該当する者である。

※　二以上の住宅の増改築等をし、かつ、これらの住宅の増改築等をした家屋を同一年中に居住
の用に供し、特定増改築等住宅借入金等特別控除を選択した場合は、増改築等住宅借入金等（
増改築等とともに購入したその増改築等の敷地に係る住宅借入金等を含む。）の金額の全てにつ
いてその選択を適用しなければならない。

※　増改築等について、住宅特定改修特別税額控除を適用する場合には、その増改築等について
住宅借入金等特別控除を適用することはできない。

　　また、認定住宅の新築等について認定住宅新築等特別税額控除を適用する場合には、その認
定住宅の新築等について住宅借入金等特別控除を適用することはできない。

※　住宅借入金等特別控除の適用に当たって、選択により住宅借入金等特別控除の特例、特定増
改築等住宅借入金等特別控除又は住宅の再取得等に係る住宅借入金等特別控除の控除額の特例
を適用して確定申告書を提出した場合には、その後において、更正の請求をし、若しくは修正
申告書を提出する場合又はその確定申告書を提出した年分以外の控除期間についてこの控除を
適用する場合においても、その選択を変更することはできず、選択しなかった場合も同様であ
る。

※　平成28年３月31日以前の新築や購入又は増改築等について、非居住者はこの控除を適用する
ことができない。
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《住宅借入金等特別控除の対象となる借入金等》
　住宅借入金等特別控除の対象となる借入金等とは、次の(1)から(3)に掲げる場合の区分に応じ
それぞれ掲げる借入金等（利息に対応するものを除く。）で、償還期間が10年以上の割賦償還の
方法により返済することとされている借入金等をいう。

※　控除の対象となる借入金等には、金融機関、独立行政法人住宅金融支援機構又は一定の貸
金業を行う法人（以下「当初借入先」という。）から借り入れた借入金又は当初借入先に対
して負担する承継債務について債権の譲渡（償還期間を同じくする債権の譲渡に限る。）を
受けた特定債権者に対して有するその債権に係る借入金又は債務を含む。

　(1) 家屋の新築や購入をした場合（(2)に該当する場合を除く。）
　その家屋の新築や購入に要する資金に充てるために借り入れた借入金又はその家屋の新築
又は購入の対価に係る債務

　(2) 家屋の新築や購入とともにその家屋の敷地の購入をした場合
①　家屋とその家屋の敷地を一括して購入したとき

　その家屋の購入及びその家屋の敷地の購入に要する資金に充てるために借り入れた借入
金又はその家屋の購入及びその家屋の敷地の購入の対価に係る債務

②　家屋の新築の日前２年以内にその家屋の敷地を購入したとき
　その家屋の敷地の購入に要する資金に充てるために借り入れた借入金等で、以下のいず
れかの要件を満たすもの（③～⑤に該当するものを除く。）
ⅰ　その借入金の貸付けをした者又はその敷地の譲渡の対価に係る債権を有する者のそれ

らの債権を担保するために新築家屋を目的とする抵当権の設定がされたこと。
ⅱ　その借入金又はその敷地の購入に係る債務保証をする者又はそれらの債務の不履行に

より生じた損害を塡補することを約する保険契約を締結した保険者のその保証又は塡補
に係る求償権を担保するためにその新築家屋を目的とする抵当権の設定がされたこと。

ⅲ　その借入れをした者又はその敷地の購入者が、その敷地の上にその者の居住の用に供
する家屋を一定期間内に建築することをその貸付け又は譲渡の条件としており、かつ、
その家屋の建築及び敷地の購入がその貸付け又は譲渡の条件に従ってされたことにつき
その借入金の貸付けをした者又はその敷地の譲渡の対価に係る債権を有する者の確認を
受けているものであること。

③　宅地建物取引業者から家屋の新築の日前に３か月以内の建築条件付きでその家屋の敷地
を購入したとき（その契約に従って家屋の新築工事の請負契約が成立している場合に限
る。）
　その家屋の敷地の購入に要する資金に充てるために借り入れた借入金（⑤に該当するも
のを除く。）

④　家屋の新築の日前に一定期間内の建築条件付きでその家屋の敷地を購入したとき
　地方公共団体等から家屋の新築の日前に購入したその家屋の敷地の購入に要する資金に
充てるために借り入れた借入金又はその敷地の購入の対価に係る地方公共団体等に対する
債務（⑤に該当するものを除く。）

⑤　家屋の新築の日前にその新築工事の着工の日後に受領した借入金によりその家屋の敷地
を購入したとき
　その家屋の新築に要する資金及びその家屋の敷地の購入に要する資金に充てるために借
り入れた借入金で、その家屋の新築工事の着工の日後に受領したもの

（注）　②、③又は④については、家屋の新築に係る上記（1）に掲げる借入金等を有している
必要があることに留意する。
　なお、①及び⑤については、家屋の新築や購入とその家屋の敷地の購入の両方に係る
借入金等が対象となる。

　(3) 増改築等をした場合
　その増改築等に要する資金に充てるために借り入れた借入金又はその増改築等を請け負わ
せた建築業者等に対するその工事の請負代金に係る債務
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《住宅借入金等特別控除の対象とならない借入金等》
○　家屋の新築の日前に購入したその家屋の敷地の購入に係る借入金又は債務の年末残高のみが

あり、その家屋の新築に係る借入金又は債務の年末残高がない場合
○　給与所得者が使用者又は勤労者財産形成促進法第９条第１項に規定する事業者団体から、使

用人である地位に基づいて貸付けを受けた借入金又は債務につき支払うべき利息がない場合又
はその利息の利率が0.2％未満（※） である場合

○　給与所得者が使用者又は勤労者財産形成促進法第９条第１項に規定する事業者団体から、使
用人である地位に基づいて借入金又は債務に係る利息に充てるために支払を受けた金額がその
利息の額と同額である場合又はその利息の額から支払を受けた金額を控除した残額を利息であ
ると仮定して計算した利率が年0.2％未満（※） となる場合

○　給与所得者が使用者又は勤労者財産形成促進法第９条第１項に規定する事業者団体から、使
用人である地位に基づいて家屋又は敷地を時価の２分の１未満の価額で譲り受けた場合
※　新築や購入した家屋、増改築等をした部分を平成28年12月31日以前に居住の用に供した場

合には、年１％未満となる。

《（特定増改築等）住宅借入金等特別控除が受けられない年分》
○　自己の所得金額の合計額（繰越損失控除前）が3,000万円を超える年分
○　新築や購入した家屋又は増改築等をした部分を居住の用に供しなくなった年分以後の年分
（転任等により再び居住の用に供した場合の再適用等を除く。）
○　ⅰ居住の用に供した年分の所得税について次の特例を適用する場合、ⅱ居住の用に供した前年

分又は前々年分の所得税について次の特例を適用している場合、ⅲ居住の用に供した年の翌年又
は翌々年中にその家屋（その家屋の敷地等を含む。）以外の一定の資産を譲渡した場合において、
その資産の譲渡につき次の特例を適用するときには、その居住の用に供した住宅に係る（特定
増改築等）住宅借入金等特別控除の適用年の各年分
(1) 居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例
(2) 居住用財産の譲渡所得の特別控除（被相続人の居住用財産に係る譲渡所得の特別控除を除

く。）
(3) 特定の居住用財産の買換えの場合の長期譲渡所得の課税の特例
(4) 特定の居住用財産の交換の場合の長期譲渡所得の課税の特例
(5) 既成市街地等内にある土地等の中高層耐火建築物等の建設のための買換え及び交換の場合

の譲渡所得の課税の特例
(6) 認定事業用地適正化計画の事業用地の区域内にある土地等の交換等の場合の譲渡所得の課

税の特例
○　認定住宅の新築等に係る住宅借入金等特別控除の特例を選択した家屋について、計画の認定

の取消しを受けた場合におけるその取消しを受けた日の属する年以後の各年分
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政 党 等 寄 附 金
特 別 控 除 額

　次の①と②のいずれか少ない方の金額（100円未満の端数切捨て）
① 2,000円－「政 党 等 寄 附 金

）2注（」額の金附寄の外以  　　　　
　　（赤字のときは０）

－ ×30％政党等寄附金
の額（注 1）

②　所得税の額の25％相当額
(注１)　所得金額の合計額の40％相当額が限度とされる。
　　　　ただし、寄附金控除の対象となる政党等寄附金以外の寄附金（以下「政

党等寄附金以外の寄附金」という。）がある場合で、政党等寄附金以外の寄
附金の額の合計額に、政党等寄附金の額の合計額を加算した金額が、所
得金額の合計額の40％相当額を超えるときは、所得金額の合計額の40％
相当額からその政党等寄附金以外の寄附金の額の合計額を控除した残額
とされる。

　　　　また、公益社団法人等寄附金特別控除を適用する公益社団法人等寄附
金の額又は認定ＮＰＯ法人等寄附金特別控除を適用する認定ＮＰＯ法人
等寄附金の額がある場合には、さらにその公益社団法人等寄附金の額又
は認定ＮＰＯ法人等寄附金の額の合計額を控除した残額とされる。

(注２)　政党等寄附金以外の寄附金の額、公益社団法人等寄附金特別控除を適
用する公益社団法人等寄附金の額及び認定ＮＰＯ法人等寄附金特別控除
を適用する認定ＮＰＯ法人等寄附金の額の合計額とされる。

※　「政党等寄附金」とは、政党又は政治資金団体に対する寄附金をいう。
※　この控除は、令和元年中に支出した政党等寄附金の全額について適用する。
※　この控除は、政党等に対する寄附金の支出額について寄附金控除を受ける場
合は重ねて受けることはできない。

認定 NPO法人等寄附金
特 別 控 除 額

　次の①と②のいずれか少ない方の金額（100円未満の端数切捨て）
　
① 認定NPO法人等

寄附金の額（注１）
2,000円－「認定NPO法人等寄附金

）2注（」額の金附寄の外以 　　　　
　　（赤字のときは０）

－ ×40％

②　所得税の額の25％相当額（注３）

(注１)　所得金額の合計額の40％相当額が限度とされる。
　　　　ただし、寄附金控除の対象となる認定ＮＰＯ法人等寄附金以外の寄附

金（以下「認定ＮＰＯ法人等寄附金以外の寄附金」という。）がある場合で、
支出した認定ＮＰＯ法人等寄附金以外の寄附金の額の合計額に、認定Ｎ
ＰＯ法人等寄附金の額の合計額を加算した金額が、所得金額の合計額の
40％相当額を超えるときは、所得金額の合計額の40％相当額からその認
定ＮＰＯ法人等寄附金以外の寄附金の額の合計額を控除した残額とされ
る。

　　　　また、公益社団法人等寄附金特別控除を適用する公益社団法人等寄附
金の額がある場合には、さらにその公益社団法人等寄附金の額の合計額
を控除した残額とされる。

(注２)　認定ＮＰＯ法人等寄附金以外の寄附金の額及び公益社団法人等寄附金
特別控除を適用する公益社団法人等寄附金の額の合計額とされる。

(注３)　公益社団法人等寄附金特別控除の適用がある場合には、その額を控除
した残額とされる。なお、政党等寄附金特別控除の税額控除限度額は別
枠で計算する。

※　この控除は、令和元年中に支出した認定ＮＰＯ法人等寄附金の全額について
適用する。

※　この控除は、認定ＮＰＯ法人等寄附金について寄附金控除を受ける場合は重
ねて受けることはできない。
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公益社団法人等寄附金
特 別 控 除 額

　次の①と②のいずれか少ない方の金額（100円未満の端数切捨て）

①

②　所得税の額の25％相当額

住宅耐震改修特別控除（措法41条の19の２）

改修した年月日

H27年1月1日
～

R1年12月31日

25万円（注１）
20万円（注２）

【算式】 控除の限度額

住 宅 耐 震 改 修
特 別 控 除 額

公益社団法人等
寄附金の額（注）

2,000円－「公益社団法人等寄附金
　　　　 以外の寄附金の額」
　　（赤字のときは０）

－ ×40％

×10％
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住宅耐震改修に係る耐震工事の標準的な費用の額
（最高250万円）（注１）
（最高200万円）（注２）

（注１）　耐震改修工事に要した費用の額に含まれる消費税額等のうちに、８％又
は10％の税率により課されるべき消費税額等が含まれている場合の耐震改
修工事限度額である。

（注２）　（注１）の場合以外の場合の耐震改修工事限度額である。
（注３）　控除額は、100円未満の端数を切り捨てる。

※　住宅耐震改修の費用に関し、補助金等（国又は地方公共団体から交付される
補助金又は給付金その他これらに準ずるものをいう。）の交付を受ける場合に
は、その補助金等の額を控除した金額となる。

※　この控除と住宅借入金等特別控除（要耐震改修住宅に係るものを除く。）の
いずれの適用要件も満たしている場合には、この特別控除と住宅借入金等特別
控除の両方について適用することができる。

※　平成28年３月31日以前の改修工事について、非居住者はこの控除を適用する
ことができない。

　
　
　
　
　

住宅特定改修特別税額控除（措法41条の19の３）
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居住開始日 【算式】 控除の限度額

H27年1月1日
～

H28年3月31日

H28年4月1日
～

R1年12月31日

H29年4月1日
～

R1年12月31日

（注１）　一般断熱改修工事等に要した費用の額又は高齢者等居住改修工事等に要した費用の額
に含まれる消費税額等のうちに、８％又は10％の税率により課されるべき消費税額等が
含まれている場合の断熱改修工事限度額又は改修工事限度額である。

（注２）　（注１）の場合以外の場合の断熱改修工事限度額又は改修工事限度額である。
（注３）　「省エネ改修工事」とは一般断熱改修工事等を、「バリアフリー改修工事」とは高齢者

等居住改修工事等をいう。
（注４）　控除額は、100円未満の端数を切り捨てる。
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同一年中に両方に
該当する工事を行っ
た場合

45万円（太陽光発
電設備設置工事を
含む場合は55万円）
（注１）

35万円（太陽光発
電設備設置工事を
含む場合は45万円）
（注２）

同一年中に全てに該
当する工事を行った
場合

70万円（太陽光発
電設備設置工事を
含む場合は80万円）
（注１）

60万円（太陽光発
電設備設置工事を
含む場合は70万円）
（注２）

省エネ
改修工事

一般断熱改修工事等の標準的な費用の額
（最高250万円（太陽光発電設備設置工事を含
む場合は350万円））（注１）
（最高200万円（太陽光発電設備設置工事を含
む場合は300万円））（注２）

25万円（太陽光
発電設備設置工
事を含む場合は
35万円）（注１）

20万円（太陽光
発電設備設置工
事を含む場合は
30万円）（注２）

×10％

バリアフリー
改修工事

高齢者等居住改修工事等の標準的な費用の額
（最高200万円）（注１）
（最高150万円）（注２）

20万円（注１）
15万円（注２）×10％

省エネ
改修工事

一般断熱改修工事等の標準的な費用の額
（最高250万円（太陽光発電設備設置工事を含
む場合は350万円））（注１）
（最高200万円（太陽光発電設備設置工事を含
む場合は300万円））（注２）

25万円（太陽光
発電設備設置工
事を含む場合は
35万円）（注１）

20万円（太陽光
発電設備設置工
事を含む場合は
30万円）（注２）

×10％

バリアフリー
改修工事

高齢者等居住改修工事等の標準的な費用の額
（最高200万円）（注１）
（最高150万円）（注２）

20万円（注１）
15万円（注２）

×10％

多世帯同居
改修工事

多世帯同居改修工事等の標準的な費用の額
（最高250万円） 25万円×10％

耐久性向上
改修工事

住宅耐震改修又は一般断熱改修工事等の標準
的な費用の額
＋　耐久性向上改修工事等の標準的な費用の額
（最高250万円（一般断熱改修工事等に太陽光
発電設備設置工事を含む場合は350万円））

25万円（一般断熱改修工事等に太陽
光発電設備設置工事を含む場合は35
万円）

×10％

住宅耐震改修の標準的な費用の額
＋　一般断熱改修工事等の標準的な費用の額
＋　耐久性向上改修工事等の標準的な費用の額
（最高500万円（一般断熱改修工事等に太陽光
発電設備設置工事を含む場合は600万円））

50万円（一般断熱改修工事等に太陽
光発電設備設置工事を含む場合は60
万円）

×10％

※　対象となる改修工事の費用に関し、補助金等（国又は地方公共団体から交付される補助金又
は給付金その他これらに準ずるものをいう。）の交付を受ける場合には、その補助金等の額を
控除した金額となる。

※　平成28年３月31日以前の改修工事については、非居住者はこの控除を適用することができな
い。

※　高齢者等居住改修工事等に係る住宅改修特別税額控除が受けられる者は、ⅰ年齢が50歳以上
である者、ⅱ介護保険法に規定する要介護認定を受けている者、ⅲ介護保険法に規定する要支援
認定を受けている者、ⅳ所得税法に規定する障害者に該当する者、ⅴ高齢者等（上記ⅱからⅳの
いずれかに該当する者又は年齢が65歳以上である者をいう。）である親族と同居を常況とする
者のいずれかに該当する者である。
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住宅特定改修特別税額控除（措法41条の19の３）
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居住開始日 【算式】 控除の限度額

H27年1月1日
～

H28年3月31日

H28年4月1日
～

R1年12月31日

H29年4月1日
～

R1年12月31日

（注１）　一般断熱改修工事等に要した費用の額又は高齢者等居住改修工事等に要した費用の額
に含まれる消費税額等のうちに、８％又は10％の税率により課されるべき消費税額等が
含まれている場合の断熱改修工事限度額又は改修工事限度額である。

（注２）　（注１）の場合以外の場合の断熱改修工事限度額又は改修工事限度額である。
（注３）　「省エネ改修工事」とは一般断熱改修工事等を、「バリアフリー改修工事」とは高齢者

等居住改修工事等をいう。
（注４）　控除額は、100円未満の端数を切り捨てる。
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額

同一年中に両方に
該当する工事を行っ
た場合

45万円（太陽光発
電設備設置工事を
含む場合は55万円）
（注１）

35万円（太陽光発
電設備設置工事を
含む場合は45万円）
（注２）

同一年中に全てに該
当する工事を行った
場合

70万円（太陽光発
電設備設置工事を
含む場合は80万円）
（注１）

60万円（太陽光発
電設備設置工事を
含む場合は70万円）
（注２）

省エネ
改修工事

一般断熱改修工事等の標準的な費用の額
（最高250万円（太陽光発電設備設置工事を含
む場合は350万円））（注１）
（最高200万円（太陽光発電設備設置工事を含
む場合は300万円））（注２）

25万円（太陽光
発電設備設置工
事を含む場合は
35万円）（注１）

20万円（太陽光
発電設備設置工
事を含む場合は
30万円）（注２）

×10％

バリアフリー
改修工事

高齢者等居住改修工事等の標準的な費用の額
（最高200万円）（注１）
（最高150万円）（注２）

20万円（注１）
15万円（注２）×10％

省エネ
改修工事

一般断熱改修工事等の標準的な費用の額
（最高250万円（太陽光発電設備設置工事を含
む場合は350万円））（注１）
（最高200万円（太陽光発電設備設置工事を含
む場合は300万円））（注２）

25万円（太陽光
発電設備設置工
事を含む場合は
35万円）（注１）

20万円（太陽光
発電設備設置工
事を含む場合は
30万円）（注２）

×10％

バリアフリー
改修工事

高齢者等居住改修工事等の標準的な費用の額
（最高200万円）（注１）
（最高150万円）（注２）

20万円（注１）
15万円（注２）

×10％

多世帯同居
改修工事

多世帯同居改修工事等の標準的な費用の額
（最高250万円） 25万円×10％

耐久性向上
改修工事

住宅耐震改修又は一般断熱改修工事等の標準
的な費用の額
＋　耐久性向上改修工事等の標準的な費用の額
（最高250万円（一般断熱改修工事等に太陽光
発電設備設置工事を含む場合は350万円））

25万円（一般断熱改修工事等に太陽
光発電設備設置工事を含む場合は35
万円）

×10％

住宅耐震改修の標準的な費用の額
＋　一般断熱改修工事等の標準的な費用の額
＋　耐久性向上改修工事等の標準的な費用の額
（最高500万円（一般断熱改修工事等に太陽光
発電設備設置工事を含む場合は600万円））

50万円（一般断熱改修工事等に太陽
光発電設備設置工事を含む場合は60
万円）

×10％

※　対象となる改修工事の費用に関し、補助金等（国又は地方公共団体から交付される補助金又
は給付金その他これらに準ずるものをいう。）の交付を受ける場合には、その補助金等の額を
控除した金額となる。

※　平成28年３月31日以前の改修工事については、非居住者はこの控除を適用することができな
い。

※　高齢者等居住改修工事等に係る住宅改修特別税額控除が受けられる者は、ⅰ年齢が50歳以上
である者、ⅱ介護保険法に規定する要介護認定を受けている者、ⅲ介護保険法に規定する要支援
認定を受けている者、ⅳ所得税法に規定する障害者に該当する者、ⅴ高齢者等（上記ⅱからⅳの
いずれかに該当する者又は年齢が65歳以上である者をいう。）である親族と同居を常況とする
者のいずれかに該当する者である。



―26―

税

額

控

除

額
（
つ

　づ

　き
）

　
　

―26―

《住宅特定改修特別税額控除が受けられない年分》
○　自己の所得金額の合計額（繰越損失控除前）が3,000万円を超える年分
○　高齢者等居住改修工事等について住宅特定改修特別税額控除を適用しようとする場合におい

て、高齢者等居住改修工事等について住宅特定改修特別税額控除を前年以前３年内の各年分に
適用している年分（ただし、①前年以前３年内の各年分にこの控除を受けた家屋と異なる家屋
について高齢者等居住改修工事等をした場合又は②高齢者等居住改修工事等についてこの控除
を適用しようとする特定個人（介護保険法施行規則第76条第２項の規定の適用を受けた者に限
る。）が、その前年以前３年内の各年分に、高齢者等居住改修工事等についてこの控除の適用
を受けている場合を除く。）

○　一般断熱改修工事等について住宅特定改修特別税額控除を適用しようとする場合において、
一般断熱改修工事等について住宅特定改修特別税額控除を前年以前３年内の各年分に適用して
いる年分（ただし、前年以前３年内の各年分にこの控除を受けた家屋と異なる家屋について一
般断熱改修工事等をした場合を除く。）

○　多世帯同居改修工事等について住宅特定改修特別税額控除を適用しようとする場合において、
多世帯同居改修工事等について住宅特定改修特別税額控除を前年以前３年内の各年分に適用し
ている年分（ただし、前年以前３年内の各年分にこの控除を受けた家屋と異なる家屋について
多世帯同居改修工事等をした場合を除く。）

○　耐久性向上改修工事等と一般断熱改修工事等について住宅特定改修特別税額控除を適用しよ
うとする場合において、耐久性向上改修工事等と一般断熱改修工事等について住宅特定改修特
別税額控除を前年以前３年以内の各年分に適用している年分
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認定住宅新築等
特別税額控除額

認定住宅新築等特別税額控除（措法41条の19の４）
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　居住年の所得金額の合計額（繰越損失控除前）が3,000万円を超える場合
（この場合は、居住年の翌年分の所得金額の合計額（繰越損失控除前）が3,000
万円以下であっても、居住年の翌年分にこの控除を受けることはできない。）
　居住年の翌年分に控除未済税額控除額を控除する場合で、居住年の翌年分
の所得金額の合計額（繰越損失控除前）が 3,000 万円を超えるとき
　居住年の年分やその居住年の前年分若しくは前々年分の所得税について居
住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例又は居住用財産の譲渡
所得の特別控除を適用している場合
　居住年の翌年又は翌々年中に認定住宅の新築等をした家屋（これらの家屋
の敷地を含む。）以外の一定の資産を譲渡した場合において、その資産の譲
渡について に掲げるいずれかの特例を適用する場合

居住開始日

H27年1月１日
～

R1年12月31日

65万円（注１）
50万円（注２）

【算式】 控除の限度額

（注１）　認定住宅の新築等に係る対価の額又は費用の額に含まれる消費税額等の
うちに、８％又は10％の税率により課されるべき消費税額が含まれている
場合の認定住宅限度額である。

（注２）　（注１）の場合以外の場合における認定住宅限度額である。
（注３）　控除の適用を受けた年に控除しきれない金額がある場合は翌年に繰越可

能である。

※　認定住宅の認定基準に適合するために必要となる標準的なかかり増し費用の
額とは、認定住宅について講じられた構造及び設備に係る標準的な費用の額で
あって、次の認定住宅の構造ごとに床面積１平方メートル当たりで定められた
金額（次表参照）に、その認定住宅の床面積を乗じて計算した金額をいう。

　　なお、住宅の構造が２以上ある場合で、それぞれの住宅の構造について床面
積１平方メートル当たりの標準的なかかり増し費用の額が異なるときは、その
住宅の構造ごとに床面積１平方メートル当たりの標準的なかかり増し費用の額
を乗じて計算した金額の合計額となる。

※　認定住宅の新築等をして、住宅借入金等特別控除を適用する場合には、認定
住宅新築等特別税額控除を適用することができない。

※　平成28年３月31日以前の認定住宅の新築等について、非居住者はこの控除を
適用することができない。

居住開始日

H27年1月1日
～

R1年12月31日

認定住宅の構造 床面積１平方メートル当たりの
標準的なかかり増し費用の額

43,800円区分なし

認定住宅の認定基準に適合するために必
要となる標準的なかかり増し費用の額
（最高650万円）（注１）
（最高500万円）（注２）

×10％



―27―

税

額

控

除

額
（
つ

　づ

　き
）

　
　

―26―

《住宅特定改修特別税額控除が受けられない年分》
○　自己の所得金額の合計額（繰越損失控除前）が3,000万円を超える年分
○　高齢者等居住改修工事等について住宅特定改修特別税額控除を適用しようとする場合におい

て、高齢者等居住改修工事等について住宅特定改修特別税額控除を前年以前３年内の各年分に
適用している年分（ただし、①前年以前３年内の各年分にこの控除を受けた家屋と異なる家屋
について高齢者等居住改修工事等をした場合又は②高齢者等居住改修工事等についてこの控除
を適用しようとする特定個人（介護保険法施行規則第76条第２項の規定の適用を受けた者に限
る。）が、その前年以前３年内の各年分に、高齢者等居住改修工事等についてこの控除の適用
を受けている場合を除く。）

○　一般断熱改修工事等について住宅特定改修特別税額控除を適用しようとする場合において、
一般断熱改修工事等について住宅特定改修特別税額控除を前年以前３年内の各年分に適用して
いる年分（ただし、前年以前３年内の各年分にこの控除を受けた家屋と異なる家屋について一
般断熱改修工事等をした場合を除く。）

○　多世帯同居改修工事等について住宅特定改修特別税額控除を適用しようとする場合において、
多世帯同居改修工事等について住宅特定改修特別税額控除を前年以前３年内の各年分に適用し
ている年分（ただし、前年以前３年内の各年分にこの控除を受けた家屋と異なる家屋について
多世帯同居改修工事等をした場合を除く。）

○　耐久性向上改修工事等と一般断熱改修工事等について住宅特定改修特別税額控除を適用しよ
うとする場合において、耐久性向上改修工事等と一般断熱改修工事等について住宅特定改修特
別税額控除を前年以前３年以内の各年分に適用している年分
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認定住宅新築等特別税額控除（措法41条の19の４）
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　居住年の所得金額の合計額（繰越損失控除前）が3,000万円を超える場合
（この場合は、居住年の翌年分の所得金額の合計額（繰越損失控除前）が3,000
万円以下であっても、居住年の翌年分にこの控除を受けることはできない。）
　居住年の翌年分に控除未済税額控除額を控除する場合で、居住年の翌年分
の所得金額の合計額（繰越損失控除前）が 3,000 万円を超えるとき
　居住年の年分やその居住年の前年分若しくは前々年分の所得税について居
住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例又は居住用財産の譲渡
所得の特別控除を適用している場合
　居住年の翌年又は翌々年中に認定住宅の新築等をした家屋（これらの家屋
の敷地を含む。）以外の一定の資産を譲渡した場合において、その資産の譲
渡について に掲げるいずれかの特例を適用する場合

居住開始日

H27年1月１日
～

R1年12月31日

65万円（注１）
50万円（注２）

【算式】 控除の限度額

（注１）　認定住宅の新築等に係る対価の額又は費用の額に含まれる消費税額等の
うちに、８％又は10％の税率により課されるべき消費税額が含まれている
場合の認定住宅限度額である。

（注２）　（注１）の場合以外の場合における認定住宅限度額である。
（注３）　控除の適用を受けた年に控除しきれない金額がある場合は翌年に繰越可

能である。

※　認定住宅の認定基準に適合するために必要となる標準的なかかり増し費用の
額とは、認定住宅について講じられた構造及び設備に係る標準的な費用の額で
あって、次の認定住宅の構造ごとに床面積１平方メートル当たりで定められた
金額（次表参照）に、その認定住宅の床面積を乗じて計算した金額をいう。

　　なお、住宅の構造が２以上ある場合で、それぞれの住宅の構造について床面
積１平方メートル当たりの標準的なかかり増し費用の額が異なるときは、その
住宅の構造ごとに床面積１平方メートル当たりの標準的なかかり増し費用の額
を乗じて計算した金額の合計額となる。

※　認定住宅の新築等をして、住宅借入金等特別控除を適用する場合には、認定
住宅新築等特別税額控除を適用することができない。

※　平成28年３月31日以前の認定住宅の新築等について、非居住者はこの控除を
適用することができない。

居住開始日

H27年1月1日
～

R1年12月31日

認定住宅の構造 床面積１平方メートル当たりの
標準的なかかり増し費用の額

43,800円区分なし

認定住宅の認定基準に適合するために必
要となる標準的なかかり増し費用の額
（最高650万円）（注１）
（最高500万円）（注２）

×10％
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①　一般退職手当等が支給される場合

②　特定役員退職手当等が支給される場合

③　一般退職手当等と特定役員退職手当等の両方が支給される場合

退職所得の金額は、次の①から③までの場合に応じてそれぞれ次の算式により計算される金額

〔退職所得の金額の計算〕

一般退職手当等の収入金額　－　退職所得控除額

特定役員退職手当等の収入金額　－　退職所得控除額

１
× ２

１
× ＋２

一般退職手当等
の収入金額

退職所得
控除額

特定役員退職
所得控除額（Ａ）

特定役員退職
手当等の収入金額－ － －Ａ

※　「一般退職手当等」とは、次の特定役員退職手当等以外の退職手当等をいう。
※　「特定役員退職手当等」とは、退職手当等のうち、役員等勤続年数が５年以下である者が、退職

手当等の支払者から役員等の勤続年数に対応するものとして支払を受けるものをいう。
※　退職所得控除額は、勤続年数に応じてそれぞれ次の算式により計算される。
　　・　20年以下の場合････････400,000円×勤続年数（80万円未満のときは80万円）
　　・　20年を超える場合･･････700,000円×勤続年数－6,000,000円
　　障害者となったことにより退職した場合は、これらの金額に1,000,000円を加算する。
  　なお、前年以前に他の退職金を受け取ったことがある場合など一定の場合には、控除額の計算が異
　なることがある。
※　特定役員退職所得控除額は、次の算式により計算される。
　　400,000円×（特定役員等勤続年数－重複勤続年数）＋200,000円×重複勤続年数

事業専従者控除額

　次の①と②のいずれか少ない方の金額 事業専従者とは

青 色 申 告
特 別 控 除 額

〔事業専従者控除額等〕

① 860,000円

②
事業所得＋不動産所得＋山林所得 

　　　　　 事業専従者の数＋1 

その事業専従者が配偶者以

外である場合は、500,000円

納税者の事業に専ら従事する15歳
以上（平成17年１月１日以前生ま

れ）の親族をいう。

①　65万円の特別控除
　　次の㋑と㋺のいずれか少ない方の金額を、不動産所得→事業所得の順に控除する。
　㋑　650,000円
　㋺　不動産所得＋事業所得（それぞれ黒字の金額に限る。）
②　10万円の特別控除

次の㋑と㋺のいずれか少ない方の金額を、不動産所得→事業所得→山林所得
の順に控除する。

　㋑　100,000円
　㋺　不動産所得＋事業所得＋山林所得（それぞれ黒字の金額に限る。）
※　上記①の㋺及び②の㋺の「事業所得」の金額には、措法第26条の適用を受け

る社会保険診療報酬の所得の金額は含まれない。
※　65万円の特別控除は、不動産所得又は事業所得を生ずべき事業を営む青色申

告者（現金主義によることを選択している者を除く。）が、これらの所得の金
額に係る取引を正規の簿記（一般的には複式簿記）の原則に従って記帳し、そ
の記帳に基づいて作成した貸借対照表を損益計算書とともに期限内提出の確定
申告書に添付する場合に適用する。

※　10万円の特別控除は、①の控除を受ける青色申告者以外の青色申告者（①の
控除を受けないことを選択した青色申告者を含む。）に適用する。
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①　一般退職手当等が支給される場合

②　特定役員退職手当等が支給される場合

③　一般退職手当等と特定役員退職手当等の両方が支給される場合

退職所得の金額は、次の①から③までの場合に応じてそれぞれ次の算式により計算される金額

〔退職所得の金額の計算〕

一般退職手当等の収入金額　－　退職所得控除額

特定役員退職手当等の収入金額　－　退職所得控除額

１
× ２

１
× ＋２

一般退職手当等
の収入金額

退職所得
控除額

特定役員退職
所得控除額（Ａ）

特定役員退職
手当等の収入金額－ － －Ａ

※　「一般退職手当等」とは、次の特定役員退職手当等以外の退職手当等をいう。
※　「特定役員退職手当等」とは、退職手当等のうち、役員等勤続年数が５年以下である者が、退職

手当等の支払者から役員等の勤続年数に対応するものとして支払を受けるものをいう。
※　退職所得控除額は、勤続年数に応じてそれぞれ次の算式により計算される。
　　・　20年以下の場合････････400,000円×勤続年数（80万円未満のときは80万円）
　　・　20年を超える場合･･････700,000円×勤続年数－6,000,000円
　　障害者となったことにより退職した場合は、これらの金額に1,000,000円を加算する。
  　なお、前年以前に他の退職金を受け取ったことがある場合など一定の場合には、控除額の計算が異
　なることがある。
※　特定役員退職所得控除額は、次の算式により計算される。
　　400,000円×（特定役員等勤続年数－重複勤続年数）＋200,000円×重複勤続年数

事業専従者控除額

　次の①と②のいずれか少ない方の金額 事業専従者とは

青 色 申 告
特 別 控 除 額

〔事業専従者控除額等〕

① 860,000円

②
事業所得＋不動産所得＋山林所得 

　　　　　 事業専従者の数＋1 

その事業専従者が配偶者以

外である場合は、500,000円

納税者の事業に専ら従事する15歳
以上（平成17年１月１日以前生ま

れ）の親族をいう。

①　65万円の特別控除
　　次の㋑と㋺のいずれか少ない方の金額を、不動産所得→事業所得の順に控除する。
　㋑　650,000円
　㋺　不動産所得＋事業所得（それぞれ黒字の金額に限る。）
②　10万円の特別控除

次の㋑と㋺のいずれか少ない方の金額を、不動産所得→事業所得→山林所得
の順に控除する。

　㋑　100,000円
　㋺　不動産所得＋事業所得＋山林所得（それぞれ黒字の金額に限る。）
※　上記①の㋺及び②の㋺の「事業所得」の金額には、措法第26条の適用を受け

る社会保険診療報酬の所得の金額は含まれない。
※　65万円の特別控除は、不動産所得又は事業所得を生ずべき事業を営む青色申

告者（現金主義によることを選択している者を除く。）が、これらの所得の金
額に係る取引を正規の簿記（一般的には複式簿記）の原則に従って記帳し、そ
の記帳に基づいて作成した貸借対照表を損益計算書とともに期限内提出の確定
申告書に添付する場合に適用する。

※　10万円の特別控除は、①の控除を受ける青色申告者以外の青色申告者（①の
控除を受けないことを選択した青色申告者を含む。）に適用する。

課税短期譲渡所得金額×30％

課税短期譲渡所得金額×15％

一般所得分 課税長期譲渡所得金額×15％

特定所得分

①　課税長期譲渡所得金額が2,000万円以下の場合
　　課税長期譲渡所得金額×10％
②　課税長期譲渡所得金額が2,000万円を超える場合
　　課税長期譲渡所得金額×15％－100万円

軽課所得分

①　課税長期譲渡所得金額が6,000万円以下の場合
　　課税長期譲渡所得金額×10％
②　課税長期譲渡所得金額が6,000万円を超える場合
　　課税長期譲渡所得金額×15％－300万円

上場株式等に係る課税配当所得等の金額×15％

先物取引に係る課税雑所得等の金額×15％

一般所得分

軽減所得分

〔分離課税の譲渡所得等に対する所得税の計算〕

額
税
る
す
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に
額
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得
所
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譲
の
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離
分
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渡
譲
期
短
離
分

分

離

長

期

譲

渡

所

得

分離課税の先物取引
に係る雑所得等の
金額に対する税額

分離課税の上場株式
等に係る配当所得等
の金額に対する税額

上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額×15％

総 合 課 税 の
譲 渡 所 得 ※　特別控除額は短期の譲渡益→長期の

譲渡益の順に控除する。

〔特別控除額〕

山 林 所 得 50万円
総収入金額から必要経費を

控除した残額が50万円に満

たない場合はその残額

一 時 所 得 50万円 総収入金額からその収入を得るために支出した金額

を控除した残額が50万円に満たない場合はその残額

 50万円
譲渡益の合計額が50万円に

満たない場合はその合計額

※　その他次のような特例がある。
①　収用などの場合の5,000万円控除の特例
②　居住用財産を譲渡した場合の3,000万

円控除の特例
③　特定土地区画整理事業等のために土地

等を譲渡した場合の2,000万円控除の特例
④　特定住宅地造成事業等のために土地等

を譲渡した場合の1,500万円控除の特例
⑤　特定の土地等を譲渡した場合の1,000万

円控除の特例
⑥　農地保有の合理化等のために農地等を

譲渡した場合の800万円控除の特例

分離課税の上場株式
等に係る譲渡所得等
の金額に対する税額

一般株式等に係る課税譲渡所得等の金額×15％
分離課税の一般株式
等に係る譲渡所得等
の金額に対する税額

財 産 債 務 調 書

国 外 財 産 調 書

〔財産債務調書及び国外財産調書の提出要件〕
以下の①及び②の要件のいずれにも該当する者
①　確定申告が必要な者で、その年分の退職所得を除く各種所得金額の合計額が

２千万円を超える。
②　その年の12月31日において、その価額の合計額が３億円以上の財産又はその

価額の合計額が１億円以上の国外転出時課税制度の対象財産（有価証券等、未
決済信用取引等又は未決済デリバティブ取引をいう。）を有する。

以下の要件に該当する者
・　居住者(非永住者を除く。)で、その年の12月31日において、その価額の合計

額が5,000万円を超える国外財産を有する。



〔参考〕（特定増改築等） 表

居住の用に
供した日

控除
期間

住宅借入金等
（増改築等住宅借入金等）
の年末残高の合計額

各年の住宅借入金等の
年末残高の合計額に乗

ずる控除率

控除期間を通
じた最大控除
額の合計額

除

控

別

特

等

金

入

借

宅

住

平成19年１月１日から
平 成19年12月31日 ま で

【特例】
15年間

2,500万円以下の
部分の金額

200万円
１～10年目 0.6％
11～15年目 0.4％

平成20年１月１日から
平 成20年12月31日 ま で

10年間
【特例】
15年間

2,000万円以下の
部分の金額

１～６年目 １％

160万円
７～10年目 0.5％

１～10年目 0.6％
11～15年目 0.4％

平成21年1月1日（認定住
宅の特例は平成21年6月4
日）から平成22年12月31日 
まで

10年間 5,000万円以下の
部分の金額

１～10年目 １％ 500万円

認定住宅
の 特 例

１～10年目
　1.2％　 600万円

平成23年１月１日から
平 成23年12月31日 ま で 10年間

4,000万円以下の
部分の金額

１～10年目 １％ 400万円

認 定 住 宅
の 特 例

5,000万円以下の
部分の金額

１～10年目 1.2％ 600万円

住宅の再取得
等に係る控除
額 の 特 例

１～10年目 1.2％ 480万円

平成24年１月１日から
平 成24年12月31日 ま で 10年間

3,000万円以下の
部分の金額

１～10年目 １％ 300万円

認 定 住 宅
の 特 例

4,000万円以下の
部分の金額

4,000万円以下の
部分の金額

１～10年目 １％ 400万円

住宅の再取得
等に係る控除
額 の 特 例

4,000万円以下の
部分の金額

１～10年目 1.2％ 480万円

平成25年１月１日から
平 成25年12月31日 ま で 10年間

2,000万円以下の
部分の金額

１～10年目 １％ 200万円

認 定 住 宅
の 特 例

3,000万円以下の
部分の金額

１～10年目 １％ 300万円

住宅の再取得
等に係る控除
額 の 特 例

3,000万円以下の
部分の金額

１～10年目 1.2％ 360万円

平成26年１月１日から
平 成29年12月31日 ま で 10年間

4,000万円以下の
部分の金額（注１）
2,000万円以下の
部分の金額（注２）

１～10年目 １%

400万円（注１）
200万円（注２）

認 定 住 宅
の 特 例

5,000万円以下の
部分の金額（注１）
3,000万円以下の
部分の金額（注２）

500万円（注１）
300万円（注２）

住宅の再取得
等に係る控除
額 の 特 例

3,000万円以下の
部分の金額（注３）
5,000万円以下の
部分の金額（注４）

１～10年目 1.2% 360万円（注３）
600万円（注４）

除
控
別
特
等
金
入
借

宅
住
等
築
改
増
定
特

平 成24年 1 月 1 日 か ら
平 成29年12月31日 ま で 5年間

増改築等住宅借入金等、
断熱改修住宅借入金等又は

年末残高の合計額
1,000万円以下の部分の金額

１～５年目 １％

62.5万円（注１）

62.5万円

60万円（注２）

多世帯同居改修住宅借入金等の

250万円以下の部分の金額（注１）
200万円以下の部分の金額（注２）１～５年目 ２％
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（注１）　住宅の取得等が特定取得に該当する場合
（注２）　住宅の取得等が特定取得に該当しない場合
（注３）　平成26年１月１日から同年３月31日までの間に居住の用に供した場合
（注４）　平成26年４月１日から平成29年12月31日までの間に居住の用に供した場合

うち特定増改築等住宅借入金等、
特定断熱改修住宅借入金等の金額

250万円以下の部分の金額

特定多世帯同居改修住宅借入
金等の金額

―30―


